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平成１１年度決算概況について 
 
 

 当社の販売電力量は、全発電所合計で前期に比べ７１．５％減少の５６億５，９００

万キロワット時となりました。これは、敦賀発電所１号機がシュラウド取替工事を実施

するため８月から長期定期検査を実施している（当期末で２２５日間）ことに加え、東

海 第二発電所の中性子計測装置収納管の不具合（３５３日間）、敦賀発電所２号機の一

次冷却水漏えい事故（２０１日間）と主力２基が長期停止となったことによるものです。 
 
収入面では、売上高は１，４６３億２，９００万円となり、これに財務収益等その他収

益を加えた経常収益合計は、前期に比べ１９．５パーセント減の１，４８０億７，６０

０万円となりました。 販売電力量が大幅減にもかかわらず電力料収入がそれほど減少し

ないのは、資本費や運転維持費等固定費として得る基本料金によるものです。 
 
一方、支出面については、発電所トラブルの復旧に要した計画外の費用増がありました

が、発電電力量の減少に伴う燃料費の減少、海外委託分の再処理完了が今期少なかった

ことによる使用済核燃料再処理費の減少等の他に、経費全般にわたる合理化・効率化の

徹底に努めた結果、経常費用合計は前期に比べ１３．５％減の１，５２７億７，２００

万円となりました。 
 
以上により、税引前の損失は４６億９，６００万円、法人税等、税効果会計適用に伴う

調整額を反映した当期損失は ３２億３，１００万円となりました。 
この損失を前期からの繰越利益９９億８，７００万円から控除し、過年度税効果調整額

を加えた当期未処分利益は３９５億７，９００万円となりました。 
なお、当期未処分利益のうち３００億円を別途積立金とし、残額９５億７，９００万円

を次期繰越利益とする「利益処分案」を株主総会に付議することといたしました。 
 
平成１２年度の収支見通しについては、東海第二発電所と敦賀発電所２号機の定期検査

期間が平成１３年度にまたがり、設備利用率が増加するため、販売電力量が１８７億キ

ロワット時程度となる見込みで、売上高は当期に比べて１３．２％増の１，６５５億円

程度となる見込みです。 
経常利益については、設備利用率の増加に伴う燃料費の費用増等が見込まれますが、１



 

  

８億円程度を確保できるものと考えております。 
 

以上 

 
 
 

１ 平成１２年度３月期の業績等 
貸借対照表 
損益計算書 
利益処分案 
収支比較表 

２ 経営効率化への取組み状況 
３ 平成７～１０年度の年度別収支の主な特徴 

最近の収支状況等について 
貸借対照表推移 
設備投資及び資金調達 
発電所運転概況 
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